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Ⅱ 調査の設計 

 

内閣府政府広報室の世論調査は、原則として訪問面接聴取法によって実施しているが、より多様な

調査手法を検討する観点から、平成 25 年度（平成 26 年２月）及び 26 年度（27 年 2 月）において、試

行的な郵送調査を実施し、性・年代別の回収率の改善、面接調査との回答傾向の違いなどの検証を行

ってきたところである。今回は、それらの結果を改めて確認するとともに、調査の仕様及び調査項目

の変更に関する検証を行うため、平成 29 年度においても郵送調査（以下、「29 年度郵送調査」という。）

を実施することとした。 

なお、本報告書では、調査手法の違いによる回答傾向の分析として、平成 30 年２月に実施された「社

会意識に関する世論調査」（以下、「29 年度面接調査」という。）を、過去調査との比較として、26 年

度に実施した郵送調査（以下、「26 年度郵送調査」という。）をそれぞれ用いている。 

 

参考：29 年度郵送調査、29 年度面接調査、26 年度郵送調査の仕様 

 29 年度郵送調査 29 年度面接調査 26 年度郵送調査 

抽出方法 

層化２段無作為抽出 

①地点抽出（地区・都市規模別） 

②対象者（住民基本台帳） 

標本サイズ 

全国 18 歳以上の国民 

2,000 人 

（140 地点） 

全国 18 歳以上の国民 

10,000 人 

（350 地点） 

全国 20 歳以上の国民 

3,000 人 

（350 地点） 

調査方法 
郵送法 調査員による 

個別訪問面接聴取法 

郵送法 

実査期間 
平成 30 年１月 26 日 

～２月 19 日 

平成 30 年１月 25 日 

～２月 11 日 

平成 27 年２月４日 

～３月９日 

依頼はがき 事前に依頼はがき（圧着はがき形式）を郵送 

調査票 

回答選択肢の「その他」

は、尺度をはかる設問以

外は明記する 

回答選択肢の「その他」・

「わからない」は、面接時

読み上げない（選択肢リ

ストに明記しない） 

回答選択肢の「その他」

は、尺度をはかる設問以

外は明記する 

「わからない」は明記し

ない 

調査主体 内閣府大臣官房政府広報室 

調査実施機関 （株）サーベイリサーチセンター （一社）中央調査社 

有効回収数（率） 1,338 票（66.9％） 5,742 票（57.4％） 2,297 票（76.6％） 
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１ 調査票の設計 

基本的に 26 年度郵送調査を踏襲した調査票の設計としているが、今回の調査の目的に照らし、設

問文やレイアウトを一部変更している（調査票は「Ⅵ 調査関係書類」を参照）。 

 

（１）主な変更点 

ア 督促調査票の廃止 

調査全体の回収率を高める上では有効と考えられるが、督促調査票自体の回収率はそれほど高

くない（※）ため、今回の調査では督促調査票を用いずにどこまで回収できるかを検証すること

とした。 

※ 26 年度郵送調査報告書によると、発送した督促調査票 1,121 通のうち、督促調査票での返送

は 147 通（147÷1121＝13.1％）であった。 

 

イ 質問順序の変更 

調査全体の見直しの観点から、回答が比較的容易と考えられる「現在の地域での付き合いの程

度」の問いを冒頭に移し、「国を愛する気持ちの程度」を３番目に配置した。「国を愛する気持ち」

は比較的デリケートな質問と考えられるので、質問順序が変わることの影響について検証する。 

 

ウ 「現在の社会に対する意見」の追加 

社会や国に関する国民の基本的意識をより適切に測る上でのプレテストとして、「現在の社会に

対する意見」として、次の８点を新設した。 

①働きやすい環境が整っている 

②子育てしやすい社会だ 

③若者が社会で活躍している 

④女性が社会で活躍している 

⑤高齢者が社会で活躍している 

⑥障害のある人が社会で活躍している 

⑦些細なことで苦情を言う人が増えてきた「クレーム社会」だ 

⑧場の雰囲気を察したり、同調することを求められる「息苦しい社会」だ 

 

エ 「選挙に対する気持ち」の追加 

世論調査への回答と選挙への投票行動との関係をみるために、平成５年 12 月の面接調査で採用

していた「選挙に対する気持ち」を追加した。 

 

オ その他の選択肢の追加・変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

問番号 29年度郵送調査より追加 29年度郵送調査より削除

Ｑ４
２．どちらかといえば強い
３．どちらかといえば弱い
５．どちらともいえない

３．その他

Ｑ５ ３．どちらともいえない ３．その他

Ｑ６ ３．その他

Ｑ７ ３．どちらともいえない ３．その他

Ｑ８ 10．特にない

Ｑ９ 10．特にない

Ｑ10 14．誇りに思うものはない

Ｑ12

Ｑ14

Ｑ17 26．良い方向に向かっているものはない

Ｑ18 26．悪い方向に向かっているものはない

26年度郵送調査では複数回答式の問であったが、29年度郵送調査より（1）～（8）への設問に変更

26年度郵送調査では、「前問で２、３、４と答えた方への質問」としていたが、
29年度郵送調査からは、全ての方に対して質問
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カ 問番号の表記変更 

面接調査に準じて、質問項目は「Ｑ」から（ただし、更問は「ＳＱ」ではなく、「a」を付与）、

フェイス項目は「Ｆ」からの連番に変更した。 

 

（２） 26 年度郵送調査から踏襲した点 

ア 簡略化した挨拶文書 

封入物を減らすために、あいさつ状は作成せず、調査票の冒頭に簡略化した挨拶文を記載した。 

 

イ レイアウト 

・二段編集にすることで、調査票のページ数が約半分になるようにした。 

・線や囲みをできる限り入れないことで、分岐設問の矢印が目立つようにした。 

また、設問文をゴシック、選択肢を明朝（選択番号はゴシック）とすることで、設問文と選択肢

の違いがはっきりわかるようにした。 

・回答選択肢はすべて一列に並べ、二段組みにならないようにした。 

 

ウ その他 

・調査票の末尾に「調査についての意見・要望等」の自由記入欄を設けた。 

・調査票は、Ａ３用紙二つ折りの中綴じとし、最終ページは空白とした。 

 

２ 実査 

 

［スケジュール概要］ 

対 象 者 抽 出    平成 29 年 12 月 11 日（月）～平成 30 年１月 10 日（水） 

依頼はがき投函日    平成 30 年１月 18 日（木） 

調 査 票 投 函 日    平成 30 年１月 25 日（木） 

実 査 日    平成 30 年１月 26 日（金）～平成 30 年２月 19 日（月） 

調査票に記載した提出期限  ２月９日（金） 

督促状に記載した提出期限  ２月 19 日（月） 

調査票の最終締め切り  ２月 28 日（水） 

督促はがき発送日    平成 30 年２月８日（木） 

 

（１）対象者の抽出 

全国 140 地点で 2,000 標本を住民基本台帳から抽出した。 
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（２）依頼はがきの発送 

対象者に対しては、事前に依頼はがき（面接調査に準じて、圧着はがき形式）を郵送した。 

面接調査で仕様する依頼はがきとは異なり、内閣府の調査であることを強調した内容となって

いる。 

 

（３）調査票の発送 

調査票は送信用封筒（角２・クラフト／料金別納郵便）にて郵送配布した。 

封入書類は以下のとおり。 

① 調査票Ａ又は調査票Ｂ 

※ 内容は同じだが、返信用封筒に対応させて、 

調査票Ａ（クリーム色）、Ｂ（ピンク色）の 

２種類を使い分けた。 

② 返信用封筒Ａ又は返信用封筒Ｂ 

（長３・糊付き／ 

Ａ：料金受取人払郵便、Ｂ：切手貼り付け） 

③ 記入用ボールペン１本 

※ 送信用封筒は、調査票を折り曲げずに 

封入できるものとした。 

※ 送信用封筒に、「宛名の本人が違う場所に居住している場合、調査票を再送するので送付

先住所を申告してほしい」旨の記載をした。 

 

（４）督促はがきの発送 

提出締め切り前に、未返送者に対して督促はがきを送付した。 

ただし、北陸地方は記録的な大雪に見舞われ、政府として不要不急の外出を控えるよう呼びか

けていたことから、富山県、石川県、福井県の対象者には督促はがきの発送を見送った。 

 

（５）謝礼の発送 

調査終了後の３月 19 日に、調査票の返信があった対象者へ謝礼（500 円相当図書カード）を送

付した。 

※ 面接調査では、面接後に調査員から 500 円相当クオカードを手渡ししている。 

 

◎ 26 年度郵送調査との変更点 

 

（ⅰ）返信用封筒 

返信用封筒の違いによる調査票の返信率を確認するため、29 年度郵送調査では、料金受取人払

いの返信用封筒（返信用封筒Ａ）と切手貼り付けの返信用封筒（返信用封筒Ｂ）の２種類の返信用

封筒をそれぞれ 1,000 票作成し、調査対象者にはいずれか一方を送付した。 

 

（ⅱ）督促調査票の廃止 

前述のとおり、督促調査票を廃止したことから、再送依頼には予備で対応することとした。 
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３ 主な検証のポイント 

 

（１）26 年度郵送調査と同様の高い回収率を安定的に得ることができるか。 

 

（２）調査票の返送がどのように推移するか（26 年度郵送調査との比較、督促の効果等）。 

 

（３）返信用封筒の違いにより、返送率に違いが生じるか。 

 

（４）若年層をはじめとして、各年代・性別の回収率がどの程度改善するか。 

 

（５）郵送調査と面接調査との間で、回答傾向にどのような違いが生じるか。 

 

（６）質問の順番を変えたことで、回答傾向にどのような違いが生じるか。 

 

                                          等 

 

  




